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1『『みえ県民カビジョンョ第二次行動計画』（仮称）中間案に対する意見」への隠答
について（防災対策部主担当分〉

防災県土整備企業常任委員会

施策番号｜ 施策名 ｜主担当部局｜ 委員会意見 I 回答

防災E減災
112 1対策を進め
る体制づくり

' 防災情報は、 i防災み ｜ 防災情報は多様な手段で伝
え.jpJ以外から入手する県民｜達されるべきものですが、防
も多いはずである。 「防災み｜災情報を総合的に提供する
え.jpJに偏らない視点で目標｜「妨災みえ.jpJ ホームページ
項目の検討をしていただきた｜から情報を得ている県民の害1]

「安全な建築物の確保」の
取組は、県土整備部所管の
「適法な建築物の確保の取
組」と重複していると思われ
るので、 1つの取組にまとめ
るよう検討していただきた
し、。

南青施設の防災対策jの
活動指標は、県立学校に限っ

紡災対策部｜たものとして設定している
が、私立学校等も含めるよう
検討していただきたい。
復興への備えについて、取
組方向の中への記載を検討し
ていただきたい。

災害時要援護者である外国
人への緊急情報の伝え方を検
音サしていただきたい。例えば
メーノレを配信する際はローマ
字表記をしたりピクトグラム
を使用する等、誰もが理解で
きる情報発信が必要であると
考える。

ま

｜合は、防災情報の共有化を図
る県の取組の尺度になるもの
と考えます。

基本事業11205「安全な建築
物の確保jは建築物の耐震化
の促進を、一方、県土整備部
所管の施策353の基本事業
35303「適法な建築物の確保j
は建築物の防火設備等の適切
な維持保全をめざしていま
す。最終案では、それぞれの
基本事業の趣旨が分かるよ
う、基本事業の説明の記載や
目標項目の名称会修正しまし
た。

私立学校も含めた「学校の
屋内運動場等の天井等落下防
止対策済率」に活動指標を変
更しました。

今年度に策定する予定の
「三重県復興指針（仮称） J 
に基づく対応について、記載
しました。

DO NET合用いた津波到達情報
に係る緊急速報メールは、日
本語と英語とを併記して配信
することを検討しています。
なお、ピクトグラムのような
画像情報は、受信する端末に
よっては意図どおりに表示さ
れないことがあるうえ、文字
情報に比べて情報量が多いこ
とから、緊急に配信すべき情
報に遅延が生じるおそれがあ
るため対応が国難と考えま
す。



2 fみえ県民力ビジョン圃第二次行動計画（仮称）J

最終案について（防災対策部主担当分）

施策 111 災害から地域を守る人づくり

施策 112 防災・減災対策を進める体制づくり
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~寄稿需産柿
多くの防災人材が地域で活躍するなか、県民の皆さん一人ひとりの｜坊災意識が防災行動へと結びつ
き、助け合いや支え合いによる災害に強い地域づくりが進んでいます。

｜海泰正義骨三＇！＇ iiill;1',t~1101:1:1~ :::111:1u＼＇， ~lrll~i::111~：＇；Af三ぶJG2~＇.111111rfil011·11.・:'u/1誌：，・i'0'H!1J:1·011s,0°rr~！ii~il~f ,rrlw·！~lll1ll1!i:IJ反応I1;2~1m111i,1ijr~·t1j~~111[1111«~11i1
・近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や、近年、激化の様相をみせる集中豪雨などの自然災害に
備えるためには、 f自劫」「共助」「公助jが体となった取組を進めることが必要ですが、東臼本大震災
の発生から4年が経過し、県民の皆さんの防災に関する危機意識は年々低下する傾向にあります。

・防災に関する危機意識が低下する中で、地震や台風などの災害発生時において、被害を最小限に抑える
ためには、県民の皆さん一人ひとりの「自助jや「共助」の取組を促進し、防災に関する意識を高め、「防
災の日常化」の定着をめざした取組をこれまで以上に進める必婆があります。

・「防災の日常化」の定着を図るためには、「自助」「共助」「公助Jのそれぞれの取組を実践し、その活動
を支援補完することのできる「防災人材づくりJを進めることが重要なことから、今後は、防災人材
の育成と、育成した人材がより地域で活躍できる環境づくりを進めていくことが求められています。

・地域において「共助」の取組を促進するには、「組織の力」の活用が重姿であり、消防団や自主防災組織
の充実強化と連携強化を進め、これらの取組を融合させながら、地域防災力向上の核となる枠組みの構
築を進めていくことが必要ですo

量自然災害から子どもたちの命を守るため、防災学習教材の充実や教職員の防災に関する知識の向上等に
引き続き取り組み、学校における紡災教育を 層推進していく必要があります。

・学校における防災教育の成果を、世代を超えて次代につなげていく必要があります。

・大規模災害発生時にボランティアやNp Oが円滑に活動できる環境の整備や、関係者（市町田市町社会
福祉協議会 ・NPO等）の「顔の見える関係づくり」が必要です。

昌晴冒匪覇軍璽軍閥m閉
近い将来において発生が予想される南海トラフ地震や、年々、勢力を増す台風、激化する集中豪雨
など、「必ず起こる」災害に対し、不安を感じることなく、安心して暮らすことのできる社会づくり
に向け、県民の皆さんの防災意識を向上させるための取組を進めるとともに、防災活動を通じて家族
の鮮や地域とのつながりを感じることにより、支え合って暮らすことのできる災害に強い社会づくり
を進めます。

禅績表時i 三i去三主三三：：：：；：：：：：：：三辺自主m：~Mfilillli主主豆三三百三ぶ：ミ出：：mm m.1主主三：：：i'fil'2liJ ti~ 
幽「みえ防災 E 滅災セン?l-Jの取組を中心に、防災人材の育成に取り組むとともに、「みえ防災人材パ
ンク」の充実を図り、防災人材が地域で活躍できる環境づくりに取り組みます。また、企業の防災関係
の取組を支援し、 :il':業i坊災力の向上を図ります。

・地域防災の中核を担う消防団と自主防災組織が連携し、隙聞のない災害対応が実施されるよう、二つの
組織の力を棄に発揮するための防災人材を育成します。

量防災ノート等の防災学習教材の充実、学校が行う体験型防災学習等の支援、教職員の防災に関する研修
の充実など学校における防災教育を推進します。

• Iみえ防災 減災アーカイブ」を地域の防災教育に活用するとともに、学校と保護者、地域住民、近隣
学校等が連携した防災学習や避難訓練の実施など、学校、家庭、地域が連携した取紐を推進します。

・ボランテイアやNp Oを円滑かつ効果的に受け入れ、県内外の関係機関との連携体制を構築し、すみや
かな協力・連携目協働が行えるネットワークの構築や仕組みづくりを進めます。
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防災人材の活躍によって、「自助」「共助」が促進されることにより、近い将来に発生が予想される地
震や年々勢力を増す台風、集中豪雨など、「必ず起こる」大規模災害発生に備えた、人的被害を最小限
に抑えることのできる環境づくりが進んでいます。

lji!lil三史認ぶ芯諜翼j績慮ヨ芯応芯trrl'Mf2;I
隠麗掻橿濁•＝！~議r~1=11極極留置盛醤

率先して防災活動に参加す
る県民の割合

11101 防災人材の育成 E 活用
（主担当：防災対策部防災企画目地域支援課）

自主防災組織のリーダー育成、消防団と自主防
災組織の連携強化、防災教青の充実のためのコン
テンツ作成、企業における防災関係の取組の支援
など、みえ防災減災センタ と連携し、地域に
おける防災人材の育成と活躍を支援します。

11102 学校における防災教育の推進
（主担当教育委員会教育総務課）

防災ノート等の妨災学習教材や防災教育ー防災
対策に関する教職員への研修を充実するなど、学
校における防災教育を推進するとともに、学校と
家庭、地域が達携した取組を進めます。

11103 災害ボランティアの活動環境の充実
（主担当目環境生活部男女共同参薗・NPO謀）

仁志x:災害ボランティア支援センター」の運営
体制強化と、大規模災害時にボランチイアやNp 
Oが円滑かつ効果的に支援活動を行うための取組
を進めます。
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「みえ防災人材バ
ンク」登録者の活動
件数 圃
〔目標項目の説明〕

300件

「みえ防災減災セン亨ー」が育成した「みえ防災人材
パンク」登録者が、地域や事業所等においてさまざまな
防災，減災活動を支援した件数

家庭や地域と連携
した紡災の取組を
実施している学校
の割合

〔目標項目の説明〕

100% 

家庭お PT A、自主防災組織、地域住民など他の主体と
連携した紡災の取組を実施している学校の割合

みえ災害ボランテ
イア支援センヲー
に参画する団体数
（累計）

〔目標項目の説明〕

8回休 12団体

「みえ災害ボランティア支援センタ 設置マニュ
アル（風水害編）」に掲載されている「幹事団体」
および「協力団体」の団体数



瞳置瞳盟覇覇瞳輯轟轟
票、市町、防災関係機関などのさまざまな主体が、防災・減災対策に向け、それぞれの役割を果た
すとともに、各機関の連携・協力体制がより強化され、「協創」の取組が進むことにより、県民の皆さ
んの命と暮らしを守る災害に強い社会づくりが進んでいます。

2尊重量尊重：i~＇~／Ji'l益段ぶs~jmuw:'u,[,ilf！！コ自主1i~~lill~lli！~鐙 i'l~~~f ,111ミ｜
聞東日本大震災の発生から4年が経過しましたが、被災地の復興は未だ道半ばの状況にあります。東
日本大震災の教訓等をふまえ、災害発生後の復興も視野に入れた新たな地震・津波対策の道筋を示
し、その実践に取り組んできたところですが、今後も、南海トラフ地震等の発生に備えた地震回津
波対策に引き続き取り組んでいく必要があります。

・局地化，集中化激化する風水害に備えるため、紀伊半島大水害や平成26年8月豪雨等で明らかと
なった課題等もふまえ、「三重県新風水害対策行動計画」の策定など新たな風水害対策の道筋を示し
ました。今後も引き続き、年々勢力を増す台風への対応なと、の風水害対策に取り絶んでいく必斐が
あります。

・災害対策活動の機能強化に取り結んできたところですが、今後も国・市町、防災関係機関などのさ
まざまな関係機関との連携を強化し、訓練や広域避難休制の検討、防災情報の迅速な県民への提供
方法の検討など、災害対応力の充実 強化に取り組む必要があります。

・南海トラフ地震等の大規模災害発生時の医療体制や緊急輸送道路の充実、強化に取り組む必要があ
ります0

・住宅・建築物の耐震化を促進するとともに、学校施設の防災機能の充実に今後も取り結む必要があ
ります。

量消防団員の減少、平均年齢の上昇、多様化・増加する消防救急需要などに対応するため、消防の充
実強化に取り組んでいく必要があります。

・高圧力、ス施設等における事故が発生しており、石油コンビナー卜を含め、産業保安人材の育成を含
めた防災対策を進める必要があります。

近い将来において発生が予想される南海トラフ地震や、年々、勢力を増す台風、激化する集中豪雨
など、「必ず起こる」災害に対し、不安を感じることなく、安心して暮らすことのできる社会に向けた
防災・減災対策を進めるための体制の整備を図ります。

｜縁組者均三日il~1~11it!'ll)i(fol i!'i10i民自民匁お三弓誌応ヨrt:'1:mul:'1:1irw,;1出辺店主誌民主wl::u,lil'f~！＇01 
・「三重県新地震津波対策行動計画Jや「三重県新風水害対策行動計画jに基づく行動項目を着実
に実践するとともに、 f三重県版タイムライン（仮称）」等の策定や「三重県復興指針（仮称）」に
基づく事前対策の検討に取り組むなど、自然災害に対する防災・減災対策を的確に推進します。

・「三重県新地震・津波対策行動計画Jおよび「三重県新風水害対策行動計画」の検証結果等をふま
え、これを引き継ぐ新計画を作成するとともに、さらなる対策の推進に取り組みます。

・市町や防災関係機関と連携し、妨災情報の共有化や海抜ゼロメートル地帯対策を含む広域的な連携
体制の整備を図り、災害発生時の災害対応力の充実 強化を図ります。

・災害時における医療体制の整備や緊急輸送道路の機能確保を図り、災害発生時の災害対応力の充
実強化を~ります。

冨住宅建築物の耐震化に向けた取組を支援するとともに、学校施設の耐震化や天井等落下防止対策
を実施することにより、地域におけるまちの安全性を確保します。

・消防職員や消防団員の資質向上、消防団の活性化、消防の広域化を進め、消防力の向上を支援する
とともに、高圧ガス保安担当者の現場力を高め、石油コンビナートを含めた産業保安に演する事故
を未然に防止するための取組を推進します。

5 
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南海トラフ地震の発生や、年々勢力を増す台風、集中豪雨などの自然災害やコンビナートにおける事
故等の災害発生に備え、県、市町、消防その他防災関係機関の連携体制の強化が図られ、それぞれの主
体の取組により、災害対応力が充実・強化されています。
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防災聞減災対策の推進

（主担当防災対策部防災企画 E地域支援

課）
「三重県新地震 M 津波対策行動計画」、「三重県
新風水害対策行動計画」に掲げた行動項目の実践
に取り組むとともに、市町の防災減災対策の推
進を図ります。また、これら計画や取組の検証結
果をふまえ、新たな計画への刷新を図ります。

11202 災害対策活動体制の充実圃強化
（主担当防災対策部災害対策課）

災害対策本部の機能強化、広域防災拠点の整
備、広域避難体制の整備、実践的な図上訓練、実
働訓練の実施などにより、災害発生時の災害対応
力の充実強化を図ります。

11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有
化

（主担当防災対策部防災対策総務課）

防災情報の市町、防災関係機関との共有化を進
めるとともに、県民への迅速な提供を行い、災害
発生時に防災情報が適切に活用できるようにし
ます。

11204 災害医療体制の整備
（主担当：健康福祉部医療対策局地域医療推進課）
災害拠点病院等の耐震化、災害医療を支える人
材育成、地域の関係者による連携体制の充実、強
化などの取組を進め、災害医療体制の確保を図り
ます。

6 

三重県新地震~事
j皮対策行動計画」等
の計画における主
要な行動項目の進
捗率
〔目標項目の説明〕

93. 4% 
(26年度）

100% 

「三重県新地震津波対策行動計画」、「三重県新風水害
対策行動計画jに掲げた主要な行動項目の進捗率の平均
値

県市町・防災関孫
機関が連携した実
動訓練および県災｜ 8回 1 13図
書対策本部等が主｜ (26年度）
催する図上訓練凹
数
〔目襟項目の説明〕
県市町防災関係機関が連携した実践的な実動訓練の
回数および県災害対策本部地方部が主催する図上訓練
の匝数

「防災みえ JP」
から防災情報等を
入手している集民
の割合

〔目標項目の説明〕

15. 0% 
(26年度）

30. 0% 

防災情報を提供している累のホームベージ「防災みえ j
p」から気象情報や災害情報などの防災情報を入手して
いる県民の割合（防災に関する県民意識調査）

災害拠点病続の災
害派遣医療チーム
(DMAT）数

〔目標項目の説明〕

19 
(26年度）

24 

県内の災害拠点病院が保有する活動可能な災害派遣医療
チーム CDMAT）数



11205 安全な建築物の確保 等の災害時！」

（主担当黒土整備部建築開発課） おいて避難所とし - 100% 
て活用される建築

住宅・建築物の耐震化L向けた取組を支援し、 物の耐震化率
地震災害に対するまちの安全性の確保を図りま

〔目標項目の説明〕
す。

耐震改修促進法の改正により、耐震診断が義務付けられ
た不特定多数の者が利用する大規模建築物等のうち、地
震等の災害時に避難所として活用される民間建築物で、
耐震性が確保された建築物の割合

11206 教育施設の防災対策 県立学校 県立学校
（主担当：教育委員会学校経理”施設課） 0. 8% 100% 

学校の屋内運動場 市町立学校 市町立学校
等の夫井等落下防 26. 4% 81. 6% 

県立学校の防災機能の充実を図るとともに、市 止対策j斉率 私立学校 私立学校
町等の学校設置者に対し、妨災 a 耐震対策に係る 0. 0% 77. 8% 
情報提供と助言を行い、地域における防災機能の (26年度）
強化を図ります。

〔目標項目の説明〕
「学校施設における天井等落下防止対策のための手引J
（文部科学省）に基づく屋内運動場天井等の対策済率
※市町立学校、私立学校は幼稚冨を含む

11207 緊急輸送道路の機能確保 緊急輸送道路上の
橋梁のうち良好な 93. 4% 96. 5% 

（主担当目黒土整備部道路管理課）
状態である橋梁の (26年度）

緊急輸送道路L指定されている県管理道路の
割合

計画的な整備や修繕を進め、災害発生時に対応で
［目標項目の説明〕

きる輸送機能の確保を図ります。
緊急輸送道路上の橋梁のうち、おおむね5年以内に修繕
等を行う必要がないと判断できる橋梁の割合

11208 消防救急体制の充実凶強化
消防団員の条例定 95. 3% 96. 0% （主担当；防災対策部消防・保安課） 数充足率

消防学校等での教育を通じた消妨職員や消防
団員の資質向上に努めるとともに、消防団の活性 〔目標項目の説明〕
化、消防の広域化を進め、消防職員消防団員に 各市町における消防団員の条例定数に対する実団員数の
よる迅速かつ的確な予防活動および消防活動の 割合
促進を図ります。

11209 高圧ガス等の保安の確保 高庄ガス等施設に 99. 6% 100% 
（主担当防災対策部消防，保安課） おける事故発生防 (26年度）

両圧力、ス等を取り扱う事業者1－対する保安検 止率

査や立入検査等の実施、保安担当者へのセミナー 〔目標項目の説明〕
や研修の実施などによる保安人材の育成により、 許認可をしている高圧ガス等施設において、事故が防止
適正な保安の確保を図ります。 された施設の割合
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3 伊勢志摩サミットへの対応について

1 消防特別警戒

( 1 ）概要

①消防特別警戒とは

警戒対象施設（サミット会議場、首脳等宿泊施設、メディアセンターなど）

における火災等の未然防止と、サミット期間中の予防警戒や災害発生時の消防

活動（消火・救急・救助等）に万全を期すための体制の構築や活動です。

②消防特別警戒の内容

0 警防（計画の策定と活動）

サミット期間中の災害発生時の警防活動（消火・救急・救助等）に万全を

期す体制、活動、訓練等の計画を策定し、有事、平時の活動及び準備を行い

ます。

0 予防（計画の策定と活動）

サミットの防火安全対策（関係施設等の事前査察や訓練指導、期間中の予

防警戒活動等）に万全を期す体制、活動、事前主主察等の計画を策定し、有事、

平時の活動及び準備を行L、ます。

( 2）現在の状況

①考え方

伊勢志摩サミットの消防特別警戒にあたり、サミットが円滑に進行されるよ

う、来県される各国首脳等の要人や政府関係者、報道機関関係者らの安全・安

心の確保に、消防として最大限の責務を果たす必要があります。

他方、開催地をはじめとする地域住民らに対する消紡・救急体制が疎かにな

らないよう、十分配慮する必要があります。

このような考え方のもと、地元消防本部で担いきれない警戒に要する人員や

装備について、県内さらには県外消防本部に応援を求め、一時的、局所約に消

防力を強化することにより、災害の発生防止及び発生時の被害軽減を図り、も

って消防責任を果たすこととします。

②計画の策定

国（総務省消防庁）の「伊勢志摩サミット消紡・救急対策委員会」及びその

下部組織である関係部会（警防部会、予防部会）において、警防及び予防にか

かる計画の策定や必要な事項の検討が行われています。

③サミット期間中の消防特別警戒体制の構築

サミット期間中、統括警戒本部一地区警戒本部一現地警戒本部を設置して、

警戒体制を構築します。

（ア）統括警戒本部＝今サミット主会場周辺に設置する統括本部

（イ）地区警戒本部＝キサミット会議場、首脳等宿泊施設、空港、国際メディア

センタ一等の施設が所在する地区に設置する地区本部

（ウ）現地警戒本部ニキ警戒施設等において災害時に即座に対応する現地本部

8 



④ サミット開催までの訓練等の実施

国（消防庁）及び関係消防本部と調整のうえ、今後しかるべき時期に、関

係施設の事前査察（立入検査）や訓練、訓練指導を実施する予定です。

2 「保安」重点立入調査

( 1 ）趣旨

伊勢志摩サミットに向けて、高圧ガスや火薬類等に濁する保安確保のため、開

催地域及びその河辺地域を対象として、重点立入調査を実施しています。

立入調査では、事業者へサミットに向けた保安対策のリーフレットを配布して

保安の啓発も行っています。

※対象法令高圧ガス保安法、火薬類取締法、液石法（i夜化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正化に関する法律）

( 2）対象地域

志摩市（サミット開催市）及び伊勢市・鳥羽市・南伊勢町（開催市の隣接市町）

( 3）実施時期

平成27年 11月から平成28年5月まで

H27. 11～H28. 1 対象地域の該当事業所を立入調査

H28.2～H28.5 必要に応じた再調査及び主要施設への重点立入調査

(4）立入対象事業所数及び立入調査体制

－本庁所管

4 7件 消紡・保安課職員が対応

E 地域事務所所管

9 6件 南勢志摩地域活性化局が中心となり、他の8地域事務所と協力して

対応

※対象事業所数は、調査により当初計画の 13 0件から 34件少なくなりました。

3 サミットに向けた自然災害対策

(1) DONE Tを活用した南海トラフ地震対策

DO NETの観測情報を伊勢志摩サミットの南海トラフ地震対策に活用するため、

以下の対策を講じるためのシステム（名称「地震・津波観測監視システム（DONET) 

を活用した津波予測・伝達システム」、以下「津波予測・伝達システム」という。）

を三震県庁等に整備中です。

システムの概要については、 11月 16日の知事定例会見において公表したとこ

ろです。

また、サミットを通じて、 DONETを広く国内外にPRするための準備を進めて

います。

告



① 緊急速報メールの発信

DO NETが熊野灘沖の観測地点で基準を超える津波を観測すると陪時に、伊勢

志摩地域の住民等に緊急速報メールで津波を観測したことを伝え、速やかな避

難を促すとともに、津波の観測が継続している間は、繰り返し、避難を続ける

よう促します。

② 津波到達予測情報の把握

伊勢志摩地域への津波到達時間や津波高、津波浸水予測等の情報を地震発生

とともに予測し、県庁や伊勢庁舎等のモニターに表示させることで、被災状況

を速やかに把握し、関係機関への的確な情報提供が行える体制を構築します。

( 2）三重県伊勢志摩サミット県・市町災害対策会議における取組

サミット開催時に南海トラフ地震による揺れ・津波が発生した場合を想定し、

観光関連事業者が主体となった防災・減災対策の実施につなげるため、以下の取

組を実施することとしています。

取組の概要については、 11月 12日に開催した第3＠］会議の場で、報道に対し

公表したところです。

なお、これらの取組については、一過性のものに終わらせることなく、サミッ

ト終了後も、伊勢志摩地域を訪れる観光客のための防災・減災対策として活用す

るこどを念頭に置いて実施していきます。

① 観光関連事業者を対象とした研修

観光関連事業者（特に宿泊施設）の防災意識の向上と対策のレベルを高める

ための、研修を実施しています。研修は、市町単位で1回ずつ開催するものと、

市町のなかで、地域や団体ごとにマニュアル等の作成に向けた具体的な取組を

行うものに分けて実施します。

市町単位の研修については、既に南伊勢町（11月 16日）、鳥羽市（11月 25

日）、志摩市（12月2日）において実施済で、伊勢市については2月5日に開催

する予定です。

②従業員向けマニュアル及び津波避難マップ

観光客の避難対策のために、主に宿泊施設の従業員が、事前に必要な知識を

備え、訓練等の対策を実施するためのマニュアルや、宿泊客を安全に避難させ

るために必要な津波避難マップを作成します。

従業員マニュアルについては、来で年内を目途に作成し、市町の地域別研修

などで活用することとしています。

③ 避難訓練の実施

従業員向けのマニュアルや津波避難マップを活用した避難訓練を実施するこ

とにより、知識や技能を実践的に吸収するとともに、対策の検証を行って、災

害対応の実効性を高めます。

また、訓練実施にあたっては、津波予測・伝達システムに基づく緊急速報メ

ールの運用を兼ねた訓練の実施も検討しています。
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④ 防災情報を活用した避難誘導体制の整備等

観光地の地理に不案内である観光客が、迅速かっ確実に避難できるよう、避

難誘導看板等の整備を進めます。一方、避難誘導看板は、観光地の景観の保護

と競合する側面があることから、スマートフォン用のアブリやWEBサイト等

によるハザードマップや避難所等の避難情報の提供、避難誘導を行うシステム

の構築など、 ICTの活用によって補っていく取組も併せて実施します。

その他、従来から実施している、風水害等の災害発生時に想定される観光客

の帰宅困難者対策の取組について、地域の観光事業者や観光関係団体等が市及

び県と連携しながら、帰宅殴難者ワークショップや図上訓練などを実施すると

ともに、外国人観光客の受け入れ環境向上のための、「案内表示ピクトグラムJ

や「災害時コミュニケーションカードJなどについて、本取組を通して活用を

進めていきます。

1 1 



対策会議が主
体となる取組

10月

伊勢志摩サミット県・市町災害対策会議における取組の実施スケジュール

11月 12月 1月 2月

・地域の被害想定等、地域・団体
に適した詳細な情報の説明

3月 4月 こ〉

’ ーー・・・・ーー・・圃・・圃 .J－ーーーーーーーーーー－ ~ －－－－－圃ーーーーー・·－ーーーーーーーーーーー』．

・県が作成した、あるいは市町が
すでに作成している、従業員向け

マニュアルや津波避難マップの
説明 ．凶ーーーーーーーーーーー－ .J－ーーーーーーーーーー－~－ーー帽．

市町がこれま
で実施してきた

3取組の強化及
一び加速化

s ・ 1

4 ・
I I 

－従業員向けマニュアルや津波

避難マップを活用した訓練の
実施

I I I ー園田司ーーー・・圃岨ーーー『ーーーーー・・ーーーーー －－ーーー・・圃圃ーーー〒ーーーーーーーーーーー－ r 田園・ーー・ーーーーー－~・圃ーーーーー－---－.－ーーーーー圃圃・・・・『圃圃ーーー・・ー圃・・・『・・・・・

市町独自の取
組

I （一報を活用したー…備
①津波避難看板等の設置
②ICTを活用した避難対策の推進

・観光施設、駅、宿泊施設等の周辺に津波避難看板等を設置
．観光アプリやWEBサイトを活用した観光客への情報提供

I I I I I I I 

ーーーーーーーーーーーーー－ .J ーーーーーーーーーーー－ ~ ーーーーーーーーーーー－ .I. ーーーーーーーーーーーー 』ーーーーーーーーーーーー」ーーーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーーーー－ .Jーーーーーーーーーーーー」，ーーー－

lその他の取組

対策会議と連
携した取組

(5）帰宅困難者対策（鳥羽市）

外国人観光客対策（県雇用経済部観光局）

ム
可『

DO NETを活用した南海トラフ地震対策

園
圃

” ”  －．．  

・サミットに係る災害対策に活用で、きる従前からの取組

! 

:i 

・DONETを活用した津波予測・伝達システムの構築

'・ 
0・



三重県伊勢志摩サミット推進本部「防災・危機対策委員会」の体制

【構成】

【消防関係機関】

消防特別警戒連絡協議会

県防災対策部
県内15消防本部

【防災関係機関】

防災・危機対策関係機関連絡会議

県防災対策部・雇用経済部（伊勢志摩サミット推進局）・

ニ ｜県土整備部・健康福祉部（医療対策局）
県警察本部
志摩市（総務部地域防災室）
消防本部（四日市・志摩広域）

自衛隊
海上保安庁

【関係市町】

県・市町災害対策会議

県防災対策部・南勢志摩地域活性化局
志摩市総務部地域防災室
伊勢市危機管理部危機管理課
鳥羽市総務課危機管理室
南伊勢町防災課

体制図】 ｜ サミット推進本部 ｜ 

L--------------r－－ーーーーーーー・・ーーーーーー一ーーーーーーーーーーーーーーーーー『ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー’

ーーーーーーーーー

目 1LI. 目~~晋

防災・危機対策委員会（防災対策部）

保健・医療対策委員会 委員長： 防災対策部長
副委員長：防災対策部副部長

委員： 防災対策部次長、危機管理副統括監、コンビナート防災
監、防災対策総務課長、消防・保安課長、防災企画・地
域支援課長、災害対策課長、危機管理課長
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4 三重県復興指針（仮称）中間案について

1 検討経過について

「三重県復興指針（仮称）」の策定に向けて、 10月8日に開催された防災県

土整備企業常任委員会において、「骨子Jを説明したところですが、その後、庁

内検討のほか、東日本大震災の被災地等における状況調査の実施、学識経験者等

で構成される専門部会での議論、市町への意見照会などを経て、このたび、現｛t
の策定状況について、「中間案」としてとりまとめを行いました。

2 三重県復興指針（仮称）中潤案について（資料1、別冊 1) 

第1奪 三重県復興指針（仮称）がめざすもの

第1主主では、「なぜ、事前に復興指針を策定しておかなければならないのか 0 J ' 

「復興指針がめざすものは何か。 Jなど、復興指針の必要性や目的について、東

日本大震災の発生から 5年が経過する中での被災地の復興状況をふまえながら、

述べています。

第2章 南海トラフ地震からの復興プロセスにおいて想定される事態

第2章では、震災に直面した際、 「私たちの巨の前にどのような惨状が広がる

のか。」、復興プロセスにおいて、 「どのような事態が想定されるのか。」など

の事項について、三重県が平成26年3月に公表した「三重県地震被害想定調査」

の結果や過去の震災復興の事例から整理しています。

第3章 「復興Jの基本理念

第3宣言では、震災発生後の復興プロセスにおいて、 「自らの健康や大切な人間

関係を喪失しないためには、どうすればよいか。」、 「そのためには、どのよう

な考え方のもとに復興事業を推進すべきか。」といった、忘れてはならない「『復

興』の基本理念Jについて整理しています。

第4章 復興に向けて取り組むべき対策の全体像

第4章では、農災発生後、できるだけ早期に三重県復興計画（仮称）を策定し

て、いち叩く復興事業に取りかかれるよう、第3章で掲げた「復興」の基本理念

をふまえながら、 「いつ何をすればよいのか。」など、市町の役割も含めた具体

的な対策等について示しています。

第5章 地域コミュニティの再生に向けて

第5章では、 「人間らしい生活を取り戻し、真の意味の復興（復幸）を成し遂

げるにはどうすればよいか。」との潤いに対する一つの答えとして、第4章に掲

げた対策等を補完する形で、 「復興」の基本理念に直接的に関わる取組について

述べています。
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参考資料

（ 東日本大震災をはじめとする過去の震災復興において、被災自治体が発行した）

i記録誌、国がまとめた報告書など、復興関連資料を収集し、リストアップの上、 I 
l巻末に、参考資料として掲載していきます。 I 

3 今後の進め方について

今後、引き続き、過去の震災復興における取組事例の収集、関係部局との調整

を進めるほか、平成28年1月に予定している専門部会の開催、市町に対する意

見照会の実施、さらに被災地派遣を経験した職員との意見交換等にも努めていき

ます。

また、表やグラフの挿入など、誌面のさらなる充実も図っていきます。

これらの作業を通じて、平成28年3月の公表をめざします。

l 5 



「三重県復興指針（仮称）」中間案の概要（1/3) 資料1

［大規模災害からの復興に関する法律第9条］
（前略）都道府県の担重旦L復興基本方針に即して、当該都道府県の区域に係る当該特定大規模災害からの復興
のための施策に関する方針（以下「都道府皇室皇室主土Jという。）を定めることがで守るの

三重県復興指針（仮称）がめざすもの第 1章

［三重県防災対策推進条例 第75条］

旦且L災害が発生した場合において、県民の参画を図りながら、当該災害からの復興を計画的かっ円滑に推進
するため、必要があると認めるときは、復興計画を策定しなければならないの

第1章では、「なぜ、事前に復興指針を策定しておかなければならないの
か。」「復興指針がめざすものは何か。」など、復興指針の必要性や目的につ

いて、東日本大震災の発生から5年が経過する中での被災地の復興状況を
ふまえながら、述べることとする。

「
南海卜ラフ地震からの復興プロセスに

おいて想定される状況
第2章

第2章では、震災に直面した際、「私たちの目の前にどのような惨状が広がる
のか。」、復興プロセスにおいて「どのような事態が想定されるのか。」などの事

項について、三重県が平成26年3月に公表した「三重県地震被害想定調査」

の結果や過去の震災復興の事例から整理することとする。

復興指針策定の背景
～東日本大震災の発生から5年が経過じて～
被災地では、復興に向けた懸命の取組が続けられているが、未だ多くの被災者が
元の生活を取り戻すことができていない。
震災後に描いたビ、ジョンどおりに復興が進んで、いる地域は極めて少ないのが現状。
復興はまだまだ道半ば。むしろ長期化の様相を見せている。

想定される被害の様相
（全壊家屋） 三重県 約70,000棟（過去最大）／東日本大震災約128,000棟
（仮設住宅必要戸数）三重県 13,003棟（同上）／岩手県 17,622棟、 宮城県 48,151棟 等

復興プロセスにおいて想定される事態
～震災復興における実例や課題をふまえて～

2 

( 1 ）計画的復興に向けた行政運営において想定される状況

復興計画の策定に時間を要し、早期に復興ビジョンを示すことができない
行政機能が著しく低下し、人員不足が限界に達する
＠ 

＠ 

(2）地域の再生や生活の再建において想定される状況

＠生活の拠点となる住まいの確保が計画どおりに進まない
＠ これまで築いてきた人間関係が希薄化、喪失する
＠復興プロセスにおいて被災者に格差が生じる
＠雇用のミスマッチが発生するとともに、安定的な雇用の確保が困難となる
＠被災者生活が長期化する
＠従前から抱えていた地域の課題が、震災を契機にさらに加速化・顕在化す
る

復興指針策定の目的

（事前準備の！必要性〉

近い将来、南海トラフ地震の発生による甚大な被害が確実視される三重県に
とって、東日本大震災の被災地で懸命の努力が続けられている姿は、決して他
人事ではなく、 「三重県の未来を映し出す鏡」と言える。
災害が発生してから復興のことを考え始めたのでは遅い。
大災害に見舞われでも、速やかな復興作業が円滑に進められるよう「事前準備」
をしっかりとしておくことが必要である。
「三重県復興指針（仮称）」は、復興に向けた事前準備として、「復興対策の手順
の明確化」を図るための「手順書」あるいは「マニュアル」として策定するものであ
る。

〈復興指針の活用者〉

本指針を活用する時機は、震災発生後であり、復興方針や復興計画の策定に携
わる県職員、復興計画に掲げる事業を推進する県職員による活用を想定。
あわせて、災害時に最前線で復興作業ι従事しなければならない市町職員によ
る活用も想定。

乙

県民・事業者等市町
復興計画を速やかに策定する

ための指針として活用

県

「三重県復興方針（仮称）J及び

「三重県復興計画（仮称）Jを速
やかに策定するための指針とし

て活用
復興に向けた準備に取り組む

ための指針として活用

搬
出
一
一
時

大

5
発

震災発生後の復興プロセスを

あらかじめイメージしておくため
の資料として活用

復興に向けた準備に取り組む

ための指針として活用平時

(3）なりわいや産業の復興において想定される状況

被災した農林水産事業者の営農や操業再開が遅れる。矢った販路を再び
確保することが困難となる
被災しだ商工業者が操業停止や事業縮小に遣い込まれる。また、事業再
開が遅れる
観光需要が大きく落ち込み、その後ち伸び悩む

＠ 

＠ 

＠ 
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3 復興指針の位置づけ
（関連法令との関係〉

復興法に基づき策定する「三重県復興方針（仮称）J、三重県防災対策推進条例
に基づき策定する「三重県復興計画（仮称）」、それぞれの検討に資するものとす
る。



「三重県復興指針（仮称）」中間案の概要（2/3)

第3章 「復興」の基本理念

第3章では、震災発生後の復興プロセスにおいて、「自らの健康や大切
な人間関係を喪失しないためには、どうすればよいか。 j「そのためには、
どのような考え方のもとに復興事業を推進すべきか。」といった、忘れては
ならない「『復興』の基本理念Jについて整理することとする。

， 

1一一「人間Jと－「人間関係」の回復

大規模災害からの長引く復興は、人々から健康を奪うだけでなく、生命をも奪い、

つまりは「人間Jを崩壊させていくことになる。そして、 そのことが、復興自体を遅ら
せるとしづ悪循環を生む。

また、災害が発生した瞬間から被災者の格差は生じ、長引く復興がそれをさらに
助長し、「人間関係」をも破壊してして。

復興事業が進み、いつしか新たな「まち」が生まれ、なりわいや産業が戻ってきた

としても、そのとき、一人ひとりの住民が「幸福jを実感していない限り、真の意味
の復興はない。

別の言い方をすれば、 「人間」や「人間関係」が壊れていない状態、あるいは、回
復している状態が実現しない限り、真の復興はない。

「復興Jは文字どおり「復幸」でなければならない。

2 地域コミ1二三子ィの再生

「人間」が壊れないようにできるのは、また、 「人間Jを回復させることができるのは、

「社会環境」である。すなわち、その人を取り巻く「地域コミュニティ」の存在である。
大規模災害により、地域コミュニティが破壊されてしまうと、住民はバラバラになり、

被災前の住宅から避難所へ、そして仮設住宅へ、その後さらに災害公営住宅へ

と、転々と移り住むたびに新たなコミュニティを形成しなければならなくなるO
「人間」と「人間関係」が破壊されるのを食いとめ、あるいは回復させ、 一人ひとり

が真の意味の復興を遂げるためには、平時からの地域コミュニティの形成につい
て重視しながらも、それが破壊された後、いかにして円滑に「地域コミュニティの再

生」を図るか、このことがより重要となる。

そこで、本指針では、復興プロセスにおける「人間」と「人間関係Jの回復をめざし、
一人ひとりの幸福につながる真の意味の復興（復幸）事業を進めるため、「地域コ

ミュニティの再生Jを「復興」の基本理念として掲げることとする。

※本章では、「地域コミュニティの再生」について、次の二つの意味で使用している。
ひとつは、幸いにしてコミュニティが残った場合で、も、その中で生じた人間関係の亀裂を埋め、また、結

び直すことにより、再び健全な状態に戻すこと、としづ意味である。
もうひとつは、コミュニティが破壊され、住民がバラバラとなってしまい、全くゼ、ロの状態から、新たなコミュ

ニティを立ち上げ、形成しなければならなくなったとき、その作業を円滑に進めること、を言っている。
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第4章 復興に向けて取り組むべき対策の全体像

第4章では、震災発生後、できるだけ早期に三重県復興計画（仮称）を

策定して、いち早く復興事業に取りかかれるよう、第3章で掲げた「復
興」の基本理念をふまえながら、「いつ何をすればよいのか。』など、市
町の役割も含めた具体的な対策等について示すこととする

1 復興に向けた対策
岩手県や宮城県をはじめとする被災自治体の復興計画等を参考として、復興プロ
セスにおいて取り組むべき対策と取組項目案を記載。

計画的復興に向けた
行政運営

＜計画的復興に向けだ体制整備＞

; ( 1 ）行政機能の回復
0非常時優先業務の継続
0人的資源の確保（他県からの派遣受入）
0人的資源の確保（任期付き職員等の採用）

(2）復興体制の整備
0三重県震災復興本部（仮称）の設置
O三重県復興方針（仮称）の策定
0三重県復興計画（仮称）の策定
0三重県復興計画（仮称）の進行管理

(3）市町支援
O被災した市町への職員の派遣
O市町の復興計画の策定支援

(4）財政面の措置 ； 
0復興事業にかかる財政需要見込額の算定 ！
O復興財源の確保 ； 

(5）情報提供
0被災地調査の受入調整
0復興状況の杷握と情報提供 ! 
O復興記録誌の作成

地域の再生や
生活の再建

＜住まいと暮らしの再建＞

( 1 ）被災住宅の応急対策
0応急危険度判定の実施
0住宅の被害認定調査の実施（撞災証明の発行）
O被災者による自宅の応急修理支援

(2）緊急の住宅確保
0住民の住宅再建意向の把握
。応急仮設住宅用地の確保
0応急的な住宅の供給計画の作成
。応急仮設住宅（借上げ）の確保 守

O応急仮設住宅の建設
0応急仮設住宅の長期利用化を見据えた取組・
適切な解消に向けた取組

(3）恒久的な住宅の供給
0恒久的な住宅の供給計画の作成
O災害公営住宅の建設

(4）災害廃棄物の処理
0廃棄物処理施設の被害状況の杷握
。被災現場からの災害廃棄物の撤去
0市町二次仮置場からの災害廃棄物の撤去
0市町三次仮置場（二次仮置場（県設置））からの
災害廃棄物の撤去

(5）雇用の維持・確保
0雇用状況調査の実施
0雇用維持にかかる支援制度の周知
O離職者の生活・再就職支援



「三重県復興指針（仮称）」中間案の概要（3/3)

i (6）被災者への経済的支援 司 rm;;~：~ 
0税等の減免、徴収猶予、期限延長の実施
。義援金、被災者生活再建支援金の配分

O被災者生活再建の手引きの作成

震災後初の作付 （宮城県） 仮設による復興食堂（岩手県〉

(7）保健・医療・福祉対策
O要配慮、者の被災状況の把握
。医療施設の復旧

0社会福祉施設の復旧
0被災者の心と身体の健康支援

; (8）学校の再開
0児童生徒等の被災状況の把握
0学校施設の復｜日・再建（教室の確保）
O応急教育計画の策定
0被災児童生徒への経済的支援
0児童生徒に対するこころのケアの実施

(9）ボランティアの受入体制の整備
0みえ災害ボランティア支援センターの設置
O復興に向けたボランティア活動への支援

くまちの復興＞

(10）公共土木施設の復旧・復興
0被災状況の把握と応急工事の実施
0道路、港湾等の交通基盤の確保・整備
O海岸・河川等の県土保全
O上下水道・工業用水道等のライアラインの復旧
O公園、緑地の復旧

l (11）安全な市街地の整備（復興まちづくり）
0被害を受けた市街地における建築制限の実施
0被災市町の復興まちづくり計画の策定支援
0被災市町の復興まちづくりの円滑な推進
0市街地整備（復興）の支援

(12）文化の再生
0文化財・歴史的建造物等の被災状況の杷握
。被災文化財等の修理・修復
O文化・社会教育施設の再開

出所・（左）宮城県「東日本大震災復酒類の取組記録誌（平成27年3月）J、
（右）三重県撮影

Eなりわいや
産業の復興、ιよー－

! ＜産業 ・経済の復興＞

i ( 1 ）農業の経営再建

I 

! 0農業の被害状況の把握
0被災農地及び、農業用施設の復旧・機能の回復： o農業者等の経営再建に向けた相談等の実施
0安定生産に向けた技術支援： o県産農産物の販路の確保、取引拡大のための取組
の強化

－ 

(2）林業の経営再建
0林業の被害状況の把握
0林産施設、林道等の復旧・機能の回復
0林業者等の経営再建に向けた相談等の実施
0県産木材の販路の確保、取引拡大のための取組の
強化

(3）水産業の経営再建
0水産業の被害状況の把握
0漁港、漁場、水産加工施設等の復旧・機能の回復
O漁業者等の経営再建に向けた相談等の実施
0県産水産物の販路の確保、取引拡大のための取組
め強化

(4）商工業の再建
O商工業の被害状況の把握
0商工事業者の経営再建に向けた相談等の実施
。三重債務問題の解決に向けた支援

0仮設店舗・工場等での事業再開の支援
0販路の確保、取引拡大のための取組の強化

(5）観光業の再建 ! 
0観光業の被害状況の把握 . 'i 

0観光事業者の再建、観光地の復旧に向けた支援等
の実施 i 

O白粛ムードにより沈滞した国内外の観光需要の喚起 ：

L.・・E目・・・・ー－－－ー・ーーーー・ーーーーーーーーー・ーー・ーー・・・田・・・・・・・・・・ー・ー・・・4
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第5章 地域コミュニティの再生に向けて ｜ 

第5章では、「人間らしい生活を取り戻し、真の意味の復興（復幸）を成
し遂げるにはどうすればよいか。Jとの問いに対する一つの答えとして、
第4章に掲げた対策等を補完する形で、「復興jの基本理念に直接的に
関わる取組について述べることとする。

t 「復興Jの基本理怠をふまえた平時からの取組

第4章で掲げた取組を確実に実施することができれば、真の意味の復興（復幸）に
近づくことができる。しかし、ひとたび壊れてしまった「人間」や「人間関係jは容易
には元に戻らない。

そこで、これらの対策を補完する、さらにきめ細やかな取組、 「復興」を見据えての

平時からの取組が必要となる。

0！三から·~のち・三ずなプロジ工ク卜
「共助」の重要な担い手である消防固と自主防災組織がそれぞれの役割分担を明確にし
て、「防災」や「復興」の観点から地域の紳づくりを進める。援護者・要援護者の垣根を越え

た社会環境を、「地域の組織力Jを活用し築いていく。

0災害ボランティア
被災者一人ひとりが望む復興（復幸）をそばで寄り添いながら支援できる存在がボランティ

アである。平時から災害ボランティアの活動環境の整備に取り組む。

0防災教育
将来を見据えたとき、 「ちから・いのち・きずなプロジェクト」や「ボランティアJの主役となる
のは、今を生きる子どもたちである。

防災教育を通じて、次世代の地域防災の担い手を育てる。

2 平時からの取組の延長線上にある取組

さらに、平時からの取組の延長線上には、復興プロセスの中で、よりきめ細や
かな取組として具現化されるものがある。

東日本大震災の被災地では、被災者一人ひとりに寄り添って見守り支援を

行うための体制づくり、被災者が相互に力を合わせて課題解決を図ることが

できる体制づくりなどの取組が見られた。

平時からの取組とその姿勢が、いざ災害時に、速やかに、かっ

円滑に、こうしたきめ細やかな取組を展開することへと結びつく
こととなる。 仮設住宅の見守り支援

出所・宮城県「東日本大震災復旧期の取組記録誌（平成27年3月）J 

参考資料

※東日本大震災をはじめとする過去の震災復興において、被災自治体が発行し
た記録誌、国がまとめた報告書など、 復興関連資料を収集し、リストアッフ。の上、

巻末に、参考資料として掲載する。

※最終案をとりまとめる段階で記載する。
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5 平成27年度「防災に関する県民意識調査J結果（速報）について

1 目的
三重県では、自然災害に対する県民の備えや防災に関してのニーズを把握して、

県の防災・減災対策に活用するため、平成 14年度から毎年「防災に関する県民意

識調査」を実施しています。

平成27年度の調査内容は、設問ごとの経年変化を捉える必要があることから、

基本的に昨年度の設問項目を踏襲していますが、設問の一部については、次のとお

り追加、変更しています。

今年7月に国が防災基本計画の修正において、近年の災害対応の教訓｜を踏まえ、

いわゆる「垂直避難Jなどの避難行動の重要性を明記したことから、風水害時の避

難行動に領する設聞を精査し、新たな調査項目を加えるなどの変更を行いました。

また、平成 29年度からの運用を目指す、新しい「三三重県防災情報プラットフオ

ームjの構築へと活かすため、防災情報の発信に関する設問について、新たな調査

項目を加えるなどの変更を行いました。

このたび、本年度の集計結果（速報）を取りまとめましたので、その概要を報告

します。

2 調査方法
無作為抽出により県民の方にアンケート調査票を郵送する方法で実施しました。

( 1）調査対象県内全市町の 20歳以上の 5,000人

( 2）調査期間平成27年 10月9日から平成27年 10月23日まで

( 3）回収率 60. 3% (3, 014人／5,000人）※H26 58. 0% 

( 4）設問数 : 55問（枝問含む） ※H26 53問

3 調査結果の概要
主な調査結果の概要については、次のとおりです。（全体の結果は別冊資料参照）

※無刻な回答者分の回答率は記載していません。

O問1 東日本大震災発生後の防災意識の移り変わり（継続項目

東日本大震災の発生から4年半あまりが経過しました。発生時と比べてあなたの防災意識に変

化はありますか。（一つだけ0)

選択肢

回答率

東日本大震災以前
から、変わらず高い
防災意識を持ち続
けている

10.8叫

東日本大震災発生
時に持った危機意
識を今も変わらず
持ち続けている（又
はさらに高まった）

27.7出
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東日本大震災発生
時には危機意識を持
ったが、時間の経過
とともに危機意識が
薄れつつある

56.6出

東日本大震災発生
時に特に危機意識
は持たなかった

3.4出



東日本大震災から4年半あまりが経過し、県民の防災意識の変化について、「東日

本大震災発生時に持った危機意識を今も変わらず持ち続けている」人の割合は 27.7% 

(H26 : 29.側、 H25 35.0目）と年々低下し、「東日本大震災発生時には危機意識を持

ったが、時間の経過とともに危機意識が薄れつつある」人の割合は56.6首（H26:52. 7弘、

H25 : 45. 0出）と年々上昇しています。

東日本大震災発生直後に芽生えた県民の危機意識の低下に歯止めがかからず、昨年

度に引き続き厳しい結果となりました。県民の危機意識なしには、「防災の日常イヒJ

を目指すことは出来ません。防災・減災対策の根幹となる「自助」、「共助Jの取組を

継続・推進させるためにも、粘り強く危機意識を風化させない対策を講じ続けること

が大切です。

O間2 夜間の大地震に遭遇しだ際の避難行動（継続項目）

夜遅くあなたがご自宅にいたとき、突然、今まで経験したことがないような大きな揺れに襲わ

れ、その揺れが 1分以上続き、停電もしています。揺れが収まった後、あなたは避難しますか。

（一つだけ0)

夜間の大地震に遭遇した際の避難行動について、避難行動を取ろうとする県民の割

合は 89.舗と増加する一方で、「すぐに避難するjと回答した県民の割合は低下してい

ます。

巨大地震が発生すると、余震による家屋倒壊などの2次被害の可能性があるため、

早い段階から命を守る行動を取ることができるよう、市町と連携して、正しい避難行

動を促していく必要があります。

0聞6 お住まいの地域の風水害による危険性の認知度（継続項目）

あなたがお住まいの地域の風水害（高潮や川のはん濫、土石流、がけ撮れ、地すべりなど）の

危険性について、どの程度ご存知ですか。（いくつでも0)
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間

高瀬による浸水

の危険性がある

選択肢｜ ことを知っている

回答率｜

選択肢

回答率

地域の風水害の

危険性について
あまり知らない
又はあまり考え
たことがない

15.2出

JI Iのはん濫によ
る浸水の危険性

があることを知つ
ている

内水はん濫によ 自分の家が土砂 自分の家が浸水

る浸水の危険性 災害の危険性が や土砂災害の被

があることを知つ ある地域内文は 害を受けること

ている その近くにあるこ がない、安全な

とを知っている 場所にあることを
知っている

36ョ2%

お住まいの地域の風水害による危険性について、 15.2%の方が「地域の風水害の危

険性についてあまり知らない又はあまり考えたことがなしリと回答されています。

風水害対策において、地域の風水害のリスクを把握しておくことは、最も基本的な

対策であり、全ての県民がお住まいの地域の危険性を理解し、正しい避難行動がとれ

るよう、市町及び関係機関と連携して更なる周知を図っていく必要があります。

O間γ 局地的大雨等の避難行動（継続項目）

近年、国内では局地的な大雨が頻発し、甚大な浸水被害や土砂災害が発生しています。あなた

のお住まいの地域で、これまでに経験のない大雨が急に降りだし、降り続いたとします。あなた

は、このような状況において、どのような避難行動をとりますか。（一つだけ0)

移動が菌難な状 周辺の様子を見 気象情報等でこ 市から「避難勧

況であっても、自 て、避難するか れまでの総雨量 告jや「避難指

宅より安全な避 自宅に留まるか や今後の予報を 示J等が出されて

選択枝｜難所等に避難し を判断する 確認して、避難 から避難するか

ょうとする するか自宅に留 しないかを考え
まるかを判断す る

る

回答率｜ 20.1百｜ 23.8% I 8.2% 

局地的大雨等の際の避難行動について、速やかな避難行動を取り、様々な情報を収

集して避難判断を行おうとするなど、受身ではなく、自ら積極的に避難の要否を検討
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しようとする県民の割合が増えています。

風水害による危険性は多種多様であり、積極的に情報収集し、自らの判断で、早い

段階から命を守る行動を取ることができるよう、引き続き市町と連携して、正しい避

難行動への理解を促していく必要があります。

O問8 台風時等の避難行動（見直し項目）

あなたは、台風や大雨などによる避難勧告等がお住まいの地域に発表されるなど身の回りに危

険が近づいている状況で、自宅から離れた安全な場所に避難した経験がありますか。（一つだけ0)

回答率

そのような状況を経験した三と
がない

台風や大雨時に避難勧告等が発表されている状況で避難した経験について、身の周

りの危険を感じながらも 37.8%の方が「避難したことが無しリと回答されており、「避

難したこどがある」を選択した方は 7.8唱と低い結果を示しています。

より多くの県民が危機感を持って、自発的な避難行動を取れるよう、的確な避難行

動につながる情報発信のあり方を検討するとともに、啓発を強化する必要があります。

O間9 垂直避難などの行動（新規項目）

局地的な大雨など、避難場所や避難所への移動がかえって危険を伴う場合、『重量直避難』などの

行動を取ることが望まれますが、このような避難行動についてあなたの経験や考えにもっとも近

いのは次のうちどれですか。（一つだけ0)

ーム山幽謀総幽

「垂直避難」などの避
難行動を知ってい
る、 11~ったことがある選択肢

回答率 6.0% 

『垂直避難」などの避
難行動を知ってい
る、取ったことがない
（必婆ない）

42.4百

『垂直避難Jなどの避
難行動を知らなかっ
たが、今後は取る

36.3出

『垂直避難』などの避
難行動を知らなかっ
た、今後も取らない
（必要ない）

9.4% 

局地的な大雨など時間的余裕のない場合に有効な「垂直避難」などの避難行動に対

する理解度について、 45.7出の方が「「垂直避難」などの避難行動を知らなかったj と

回答されています。

一方で、、 48.4%の方が「「垂直避難」などの避難行動を知っているj と回答されてい

ますが、実際に避難行動を取った経験のある方は6.0%にとどまっています。

様々な避難の方法を理解した上で、状況に応じた適切な避難行動を取ることができ

るよう一層の啓発に取り組む必要があります。
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O問 10 家庭での防災対策の状況（継続項目）

あなたの家では災害に備えて、どんな防災対策を行っていますか。（いくつでも0)

3日分以上の飲 3日分以上の食 懐中電灯や携帯 災害が起きたと 災害用伝言ダイ

料水を備蓄して 料を常に確保し ラジオ等を入れ き避難する場所 ヤル（1 71）や携

いる（ご家族ひと ている た非常持ち出し を決めている 帯電話各社の災

［り一日あたり3リ 袋を準備してい 害用伝言板サー
選択肢 ツトルとして計算 る ピスの活用な

してくf三さい） ど、家族聞の連

絡方法を決めて

いる

回答率｜ 39.4目｜ 11.4% 

家族がバラバラ 携帯電話やスマ 自家用車の燃料 お風呂にいつも ガラスが壊れて

になったときの待 一トフォンの予備 メ一宮ーが半分 水を入れてある 飛び散らないよう

選択枝｜ち合わせ場所を 電源を確保して 程度になった詩 防止対策をして

決めている いる 点で、満告ン給油 いる

している

回答率｜ 20.1% I 11.7% I 5司4出

消火器を用意し 懐中電灯や携帯 懐中電灯や携帯｜枕元にス川引いつも笛を身に
ている ラジオなどを置く ラジオの電池交 置いている つけている

選択肢｜ 場所を決めてい 換など、こまめに

る 点検している

回答率 35.0% 53.2% 18.0出i 12.8% I 3.1% 

本棚や食器棚等 寝室に転倒の危 地震・高潮圃洪水 風水害等に備え｜その他

から物が飛び出 険性のある家具 等の自然災害に て土のう等を準
選択肢｜ないようにしてい 類などを置いて 対応した保険に 備している

る いない 加入している

13.8目 35.4% 29.6弛l 1.0% 2.4% 
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特に対策をとっ
選択肢 ていない

回答率 11.1 % 

家庭の防災対策について、「3日分以上の飲料水を備蓄している」家庭の割合は

30.同（H26 31. 6出）、「3日分以上の食料を常に確保しているj家庭の割合は 24.5%

(H26 : 27. 2出）と、前回と比べ、低下する結果となりました。

基本的な「自助jの防災活動である飲料水や食料の備蓄が進んでいないことは課題

であり、個人備蓄を促進させるため、引き続き、啓発に取り組む必要があります。
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0筒 11 家異固定の進捗及び家異固定なし等による危険性の意識度（継続項目）

ご自宅では、家具類や冷蔵庫、テレどなどが転倒しないよう固定をしていますか。（…つだけ0)

『2.一部分固定している』、「3固定していない」、「4固定する必要がない」と自答された方にお

尋ねします。あなたのご自宅は、一部の家具国定や家具毘定なしでも、ケガをしない、家屋から

脱出できなくなることがない等、安全な状態にありますか。（一つだけ0)

『2.安全な状態とは言えない」と回答された方にお尋ねします。家具類の聞定をしない理由は何

ですか。（いくつでも0)

ご自宅の家具悶定について、「大部分固定している」は全体の 10.4%でした。

その一方で、「一部固定している」、「固定していなしリ、「固定する必要がない」と

回答された方（88.7出）を対象に、ケガをすることなく、家具等から安全に脱出でき

る状態か聞いたところ、 61.1%の人が「安全な状態とは言えない」と回答されていま

す。

このような状態で大地震が発生した場合、家具転倒で怪我をしたり、入口をふさい

だりするなどして、火災や津波で命を落とす可能性が高まるため、この結果は大きな

課題と言えます。引き続き、家庭等の家具固定が促進されるよう、市町と連携した啓

発に取り組む必要があります。

0潤 14 災害時にインターネットで知りたい情報（新規項目）

災害時にインターネットで、どのような情報を知りたいかお答えください。（いくつでも0)
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回答率

災害時にインターネットで知りたい情報について聞いたところ、気象情報や避難情

報等、県民生活に直結した項目へのニ一ス

また、 I被害情報（概要） 地図f青報」等、画像により可視化されたf青報へのニ一ズ

も問様に高いことが分かりました。

これらの結果を参考に、平成 29年度から運用を予定している新しい「防災情報プ

ラットフォーム」に適切に反映させ、県民に対して災害時に多種多様な情報をより分

かりやすく、的確に発信することとします。

0問17 避難場所や避難所及び避難経路の認知度（継続項目）

あなたは、自宅付近の避難場所や避難所がどこにあるかご存じですか。（一つだけ0)

避難場所も避難｜避難場所だけ知｜避難所だけ知つ
l所も知っている ｜っている ｜ている

選択肢 ' ' 

回答率 51.3% 12.6唱 4.4% 

避難先は知って｜知らない
いるが、避難場
所と避難所の区
分はわからない

21.2目 9.3% 

「1岨避難場所も避難所も知っているJ、r2.避難場所だけ知っているJ、「3.避難所だけ知ってい

る」と回答された方にお尋ねします。あなたは、避難場所や避難所までの避難経路について、ど

の程度ご存知ですか。（一つだけ0)

選択枝

回答率

避難場所や避難所までの経
路上にある危険箇所の有無
や通れないときの迂回路の有
無などを知っている

50.3% 

避難場所や避難所までの経路
は知っているが、危険笛所や迂
回路は知らない

40.3百

どの経路で避難すればよい
か分からない

7.3同

避難場所や避難所を知っている方のうち、 40.3出の方が、「避難場所や避難所までの
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経路は知っているが、危険箇所や迂回路は知らなしリ、 7.3刊の方が「どの経路で避難

すればよいか分からないJ、と回答されています。

現在、各市町で災害対策基本法の改正に基づく避難場所や避難所の見直しが進めら

れていることから、これを機にタウンウォッチングを取り入れた防災訓練を推奨する

など、実際の避難行動に役立つ取組が、各地域で進められるよう、支援していく必要

があります。

0間18 地域や職場での防災活動への参加状況（継続頃日）

あなたは、過去1年間に、お住まいの地域や職場での防災活動（問19の選択肢参照）に参加し

たことがありますか。（一つだけ0)

過去1年以内に「地域や職場の防災活動に参加した」人の都合は、 47.4%＜内訳－

地域 27.3弘、職場 15.師、地域・職場4.3%> (H26 48. 9弘、内訳：地域 25.5目、職場

18.3拓、地域・職場5.1出）と昨年度よりも少し低下しました。

内訳として、職場における防災活動の参加率は低下していますが、地域における防

災活動の参加率は上昇しています。

東日本大震災以降、順調に高まっていた地域や職場の防災訓練の参加状況について、

平成26年度調査から下降に転じ、今回の調査でさらに低下する結果となりました。

地域や企業における防災訓練等の機会や周知が適切になされていたか要因分析を

おこない、市町や企業等の協力を得ながら、今後の対策を講じる必要があります。

間23 お住まいの地域の消防団に期待する活動（継続項目

あなたがお住まいの地域の消防団に期待する活動はどのようなものがありますか。（いくつで

も0)
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地域の消防団に期待する活動について、 79.5刊の方が「火災時の消火活動j に高い

期待をしているほか、消火活動以外にも、 55.1%の方が「大規模災害時の救援・救護

や避難誘導」に、 49.7唱の方が「風水害時の水防活動j に期待しており、災害発生時

の活動について、幅広い役割が消防団に求められています。

0聞24 自主防災組織の認知度と活動状況（継続項目）

あなたのお住まいの地域は、自主防災組織（町内会・自治会などを母体とした、地域の住民が

防災活動をする組織）がありますか。また、活動状況はどうですか。（一つだけ0)

お住まいの地域に自主防災組織が「あるJと回答された方は56.C刊となりましたが、

自主防災組織の活動状況について、41.2%の方が「あまり活発に活動していなしリ、「活

動状況はよくわからない」と回答されています。また、 35.1出の方が自主防災組織の

存在そのものを「わからなしリと回答されています。

災害発生時においては、地域での「自助」、「共助」の取組が大きな役割を果たすこ

とから、市町と連携して自主防災組織の活性化を図る必要があります。

0聞25-1 学校の防災教育の家庭での認知度（継続頂目）

三重県では、「紡災ノート」等防災教育用の教材を作成・配布し、学校での活用を纂請するなど、

学校での防災教育の充実に取り組んでいます。あなたは、お住まいの児童生徒が通っている学校

の防災教育についてどの程度知っていますか。（一つだけ0)

※複数の児童生徒がいる場合は、一番年下の児章生徒が通っている学校についてお答えくださ

し、。
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選択肢

学校の防災教育の
内容を知っている。
学校で受けた防災教
育をもとに、家庭で防
災対策について話し
合ったことがある

学校の防災教育の内
容は知っているが、学
校で受けた防災教育を
もとに家庭で防災対策
について話し合ったこ
とはない

学校で防災教育が行
われていることは知っ
ているが、内容は知ら
ない

学校で防災教育が行
われているかどうかわ
からない

回答率 15.3% 16.4% 33.9出 31.7唱

小学生から高校生までの児童生徒がいる家庭の方に聞いたところ、「学校の防災教

育の内容を知っている」割合は 31.7出（H26: 33. 5出）となっており、「学校で防災教育

が行われているかどうかわからないj割合と同率となっています。

「学校で受けた防災教育をもとに、家庭で防災対策について話し合ったことがあるj

割合が 15.3目（H26 19. 2出）と低下していることから、学校の防災教育の内容が家庭

でも共有されるよう取組を強化していく必要があります。

0問27 「公助」による防災・減災の取組（新規項呂）

東日本大震災や紀伊半鳥大水害の発生を受け、三重県では防災・減災対策を県政の最重要課題

に掲げて、国や市町など関係機関と連携しながら様々な取組を進めているところです。あなたは、

どのようなときに、以前よりも防災・滅災の取組が進んできたと実感しましたか。（いくつでも0)

テレビや新聞で 県や市町の広報 地域における防 携帯電話等への 避難路や避難所

県や市町などの 誌などで防災，減 災講演会などの 緊急速報メール の整備、堤妨の

防災・滅災施策 災施策に関する 防災啓発イベン やインヲーネット 補強工事や河川

選択肢iに関する報道が 取組を自にする トの開催頻度が による情報発信 改修などのハー
増えてきたと感じ 機会が増えてき 増え、内容が充 が充実してきたと ド整備が進んで
たとき たと感じたとき 実してきたと感じ 感じたとき きたと感じたとき

Tことき

13.3目｜ 48.2出｜ 20.6拍

その他 あまり取組が進

選択肢
んだとは恩わな
し、

回答率 2.0% 11.0% 

「公助」として取り組んできた防災・減災対策への評価として、県民が以前より防

災・減災の取組が進んでいると実感しているかを聞いたところ、多くが「テレビや新

聞で県や市町などの防災・減災施策に関する報道が増えてきたと感じたとき」、「携帯

電話等への緊急速報メールやインターネットによる情報発信が充実してきたと感じ

たとき」、「県や市町の広報誌などで防災・減災施策に関する取組を自にする機会が増

えてきたと感じたとき」に取組が進んでいることを実感したと回答されています。
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引き続き、「公助Jとして防災・減災対策を着実に進めていく必要があります。

0問30 住まいの耐震診断および地震対策の状況（継続項目

あなたのご自宅（同じ敷地内で建替えを行った場合、建替え前の住宅を含む、借家も含む）は、

耐震診断を受けたことがありますか。受けたことがある場合は、診断結果はどうでしたか。（一つ

だけ0)

※一戸建ての持ち家・借家で昭和56年5月以前に着工 a建築された木造の家と回答された方を

対象としています。

『2受けたことがあり、補強工事が必要と診断された」と回答された方にお尋ねします。耐震補

強が必要と診断された後、補強工事を行いましたか。（一つだけ0)

耐震診断や耐震補強工事の補助対象となる、「昭和 56年5月以前に着工・建築され

た木造の一戸建ての持ち家・借家」について、「耐震診断を受けたことがない」人は

78.1% (H26 74. 1出）でした。また、耐震診断を受けた方のうち、「工事を行うつもり

はなしリと人は 38.聞でした。

大規模地震発生時に、家屋倒壊の危険性が高い家に住みながら、耐震診断を受けた

ことがない、また耐震診断を受けたにもかかわらず補強工事を行う予定がない人の割

合が多いことは大きな課題です。

引き続き、家屋の耐震診断や耐震化対策の必要性の啓発及び促進に取り組んでいく

必要があります。
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O間 32 住宅の耐震補強に対する意向（継続項目）

耐震補強の決心がつかない、耐震補強をしない理由は何ですか。（いくつでも0)

補強工事に多額 補強設計に多額 耐震化しでも大 当分のあいだ大｜手聞がかかるか
｜な費用がかかる な費用がかかる 地震による被害 地震は起きない ら

選択肢から から は避けられない と思うから
と，思うから

回答率｜ 15.6% I 1.3% I 7.8日

住宅の耐震補強を行わない理由を確認したところ、「補強工事に多額な費用がかか

るから」が 77.仰と最も多く、次いで、「補強設計に多額な費用がかかるから」が 15.6首

となりました。

経済的な理由から、耐震補強工事を行わない県民の割合が増えています。

0問34 住宅の部分補強に苅する意向（継続項目

問32で、『1.補強工事に多額な費用がかかるから』と答えた方にお尋ねします。建物全体の安

全性は劣るものの建物の一部分（例えば壁1枚のみ）を耐震補強することで少しでも安全性が向

上するのであれば、補強したいと思いますか。（一つだけ0)

住宅の部分補強に対する意向について、耐震化に取り組まない理由として、「補強

工事に多額な費用がかかるからJと回答された方に、さらに建物の一部分であれば、

補強工事したし、かを尋ねたところ、「建物の一部分の補強工事にかかる費用が安価で

あれば実施したしリと回答された方が 70.仰となり、変わらず部分補強へのニーズが

高いことが明らかになりました。
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4 今後の対応

引き続き、年齢や市町別、津波危険地域等の属十朗ljクロス集計や設問問のクロス集

計など用いた調査結果の分析を進めるとともに、自由記述の記載内容も精査して、平

成 28年 3月に詳細な調査結果を取りまとめます。

調査結果については、市町を始めとする関係機関どの情報共有を図りながら、今後

の防災・減災対策に反映していきます。
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平成27年度緊急消防援助隊中部ブロック合同部練・三重県総合防災訓練について

平成27年 10月23日（金）～24日（土）の213問、「養老ー桑名一四日市断層帯jを

震源とする内陸型地震が発生し、北勢地域の複数市町で最大震度7を観測した、との想

定のもと、主会場の長島運動公園（桑名市）をはじめ、 9か所のサテライト会場を設け、

緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練・三重県総合防災訓練を実施しました。

1 訓練概要

( 1 ）実施日時及び場所

①平成27年 10月23日（金） 9: 00～22: 00 

県庁、桑名市（消防本部・長島観光開発（株））、四日市市（消防本部・コスモ石

油（株）四日市製油所ほか）、鈴鹿市（消防本部・県消防学校）、亀山市（消防本部）、

菰野町（消防本部）

②平成27年 10月24日（土） 9: 00～12 : 15 

桑名市（長島運動公園・長島北部小学校ほか）、四日市市（県立総合医療センタ

ーほか）、鈴鹿市（老人ホーム万寿）、亀山市（鈴鹿川河川敷グランド）、木曽岬町

（木曽岬小学校）

( 2）訓練に参加した隊・機関

①県外（富山県・岐阜県・静岡県・福井県・愛知県・石川県）の緊急消防援助隊及

び県内消防相互応援隊〔消防機関参加部隊数 146隊（県外： 100隊、県内46隊）〕

cg航空関係〔名古屋市消防航空隊ほか13機関・ 13機〕
③救助関係〔陸上自衛隊第33普通科連隊ほか9機関〕

④医療機関〔県立総合医療センタ｝・いなベ総合病院〕

⑤指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関〔10機関〕

（§，企業・団体等（コスモ石油（株）四日市製油所ほか22企業・団体）

(3）訓練参加者数

約 1,300人

＜内訳＞参加嫁・機関 850人、地域住民（消防団を含む） 150人、

主催者（消防本部等訓練スタッフを含む） 300人

(4）訓練内容

①図上訓練

県庁講堂に設置された災害対策本部各斑と消防応援活動調整本部の連携を主と

した運営訓練を行うとともに、北勢地域の各消防本部（桑名市、四日市市、鈴鹿

市、亀山市、菰野町）に指揮本部・指揮支援本部を設置し、実動訓練と一部連動

した訓練を実施しました。

②実動訓練

これまで、の県総合防災訓練における 3つのポイント、①地域の災害特性に応じ

たテーマ設定、②関係機関との連携強化、③住民参加、を踏まえたうえで、今回

の訓練が県総合防災訓練と緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練の合同開催であ

ることから、特に「②関係機関との連携強イじ」を重視し、県及び被災市町におけ

る受援体制の確立、各機関における活動技術の向上及び各救助医療等関係機関ど

の連携活動の強化を図りました。
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ア．参集及び受入訓練

被災地管轄消防本部は、受援計画に規定する離着陵場所又は数か所の進出拠

点において参集及び受入訓練を実施しました。

イ．部隊運用訓練・10月23日（金）は、実際の街区やコンビナート事業所日等を活用した桑名
市、四日市市、鈴鹿市の3か所のサテライト会場で訓練を実施しました。

－地震被害地区検索司l練、土砂埋没事故救出訓練等（桑名市）

－大規模危険物（コンビナート）火災対応訓練（四日市市）

－土砂埋没車両救出訓練、低所救出訓練、座屈・ガレキ救出訓練等（鈴鹿市）・10月24日（土）は、中部6県の緊急消防援助隊と県内相互応援隊、自衛
隊、警察、 DMAT、地元消防団等と連携した訓練を行いました。また、要

救助者や救助の初動活動に地域住民の方が参加する訓練を実施しました。

［救助関係機関等が連携した訓練］

－液状化冠水地区救出訓練、液状化冠水地区火災対応訓練、漂流者等水難人

命検索・救助訓練、倒壊家屋座厨建物救出訓練、土砂埋没事故救出訓練、

多重衝突事故救出訓練、多数傷病者対応訓練、毒劇物漏洩災害対応訓練等

［住民が参加した訓練｝

・倒壊家屋からの周辺住民による救出活動訓練、液状化による浸水が始まる

中での避難行動訓練（主会場）

－堤防決壊を想定した地域住民による高い建物への垂直避難訓練、「緊急サイ

ンJ（緊急撤送・緊急物資の要求）による航空機（ヘリ）との意思疎通訓練、

等（サテライト会場）

2 航空機運用訓練

陸上訓練と同様、緊急、消防援助隊の初動体制、各部隊における活動技術の向上、関

係機関との連携活動の強化及び三重県緊急消防援助隊受援計画における航空小隊の受

援体制の確立を図りました。

［訓練項忌】

・航空小隊集結訓練、災害情報収集・配信・映像伝達訓練、航空機運用調整訓練、

部隊航空輸送訓練、漂流者等水難人命検索・救助訓練、大規模市街地火災対応・

空中消火訓練、 DMAT移送・傷病者転送訓練、救助活動司l腕、物資搬送訓練等

3 成果と課題

災害現場での連携を強化するため、訓練会場に救助関係機関の現地合同指揮所

を設置するなどの活動を実施し、災害現場における救助関係機関問の連携した活

動を確認することができました。

訓練の模様を観覧いただくうえで、会場のレイアウトや訓練の見せ方等に課題

が残りました。
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く）10月23日 （金〉

【桑名市サテライト会場】

地震被害地区教出訓練

【桑名市サテライト会場】

倒壊家屋座屈建物救出訓練
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【桑名市サテライト会場〕

土砂埋没事故救出訓練

【桑名市宿営訓練会場】

消防庁次長による激励巡視



~ 

【四日市市サテライト会場】

大規模危隙物（コンビナート）火災対応訓練

〔鈴鹿市サテライト会場】

土砂埋没車両救出訓練

【鈴鹿市サテライト会場】

座屈・ガレキ救出訓練
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【四日市市サテライト会場】

大規模危蹟物（コンビナー卜）火災対応訓練

【鈴鹿市サテライト会場〕

低所救出訓練

【鈴鹿市サテライト会場〕

防災対策部長による訓練激励



く）10月24日（土）

【桑名市主会場〕

液状化冠水地区赦出訓練①

住民の方と避難する鈴木知事と伊藤桑名市長

【桑名市主会場】

液状化冠水地区火災対応訓練①

【桑名市主会場）

倒壊家屋座屈建物救出訓練①

【桑名市主会場〕

液状化冠水地区搬出訓練②

【桑名市主会場）

液状化冠水地区火災対応訓練②

【桑名市主会場〕

倒壊家屋座屈建物救出訓練②
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【桑名市主会場）

土砂埋没事故救出訓練①

初期毅問活動を行う桑名市消防団員

【桑名市主会場〕

多重衝突事故搬出訓練①

【桑名市主会場）

多叡傷病者訓練①

日抑止a唄支卸
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【桑名市主会場〕

土砂埋没事故救出訓練②

【桑名市主会場】

多重衝突事故搬出訓練②

【柔名市主会場】

多数傷病者訓練②



【木曽岬町木曽岬小学校］

哩置璽~

【桑名市長島北部小学校］

匡上への避難者の救出訓練①

【桑名市伊曽島小学校〕

緊急サインの表示
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【木曽岬町 木曽岬小学校】

緊急サインの確認②

【桑名市長島北部小学校】

【桑名市 伊曽島小学校】

緊急サインを受け、物資を搬送



【桑名市主会場］

【桑名市主会場〕

展示・啓発ブース （特殊車両の展示〉

【桑名主会場】

． 
・1 

訓練スタッフとレて参加レた初任科学生
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｛桑名市主会場】

航空機運用調整訓練②

〔桑名市主会場）

展示・啓発ブース

【桑名主会場】

終了式


